農福連携の取組に係る伴走支援申請書
※ご提供いただいた情報は、本伴走支援に関する対応の範囲内でのみ利用し、適切に管理するとともに、目的外利用はいたしません。

１　申請者
　①　氏名（　　　　　　　　　　　　）
　②　役職（　　　　　　　　　　　　）
　③　連絡先（電話番号及びメールアドレス）
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　会社の概要
　①　名称（　　　　　　　　　　　　）
　②　住所（　　　　　　　　　　　　　　　　）
　③　資本金及び従業員数（　　　　　　　　　　　　）

３　障害者雇用の状況
　①　有無及び人数　☐有り（人数：　　　名）　☐無し
　②　障害を有する社員の主な業務内容（　　　　　　　　　　　　　　）
　③　法定雇用率の達成状況　☐達成　☐未達成

４　農福連携の取組の検討体制　※未定の場合、空欄で差し支えありません。
　①　責任者の氏名及び役職（　　　　　　　　　　　　）
　②　担当者の氏名及び役職（　　　　　　　　　　　　）
　③　担当者の連絡先（電話番号及びメールアドレス）
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　④　全体人数（　　　名）

５　農福連携の取組の検討状況（自由記載）
　①　農福連携の取組の検討状況の概要はどのようなものですか。
例：特例子会社を設立して農福連携に取り組みたいと考えている。
農福連携に取り組みたいが、方法は検討中なので、伴走支援を通じて参入方法を決めていきたい。
	




②　農福連携の取組の実施は社内で決定済みですか。
	





　③　決定済みでない場合、意思決定者が農福連携の取組の実施を判断する見込みはどの程度（高そうか低そうか）とお考えですか。
	



　④　貴社が特例子会社の場合、社内的な位置付けはプロフィットセンター（事業会社）かコストセンター（機能分担会社、シェアードサービス会社など）のどちらですか。
	



　⑤　（決定済みか否かに関わらず、）実施する場合の農業モデルは、自社農園型（自ら農地等を確保して雇用した障害者等により農業を実施するもの）と援農型（農業者等に雇用した障害者を派遣して農作業を行わせるもの）のどちらをお考えですか。
	



　⑥　（決定済みか否かに関わらず、）実施する場合の事業責任者（P/L責任を負う者）は決まっていますか。又は、事業責任者を調達する目途は立っていますか。
	



　⑦　⑥の事業責任者は、新規事業を立ち上げて運営した経験はありますか。
	



　⑧　（決定済みか否かに関わらず、）農福連携の取組を実施するエリアは決まっていますか。
	



　⑨　（決定済みか否かに関わらず、）農地取得（地主からの賃借、自社工場の跡地の活用等を含む。）の目途は立っていますか。
	



　⑩　（決定済みか否かに関わらず、）自社農園型の場合、どの品目を生産したいか決まっていますか。
	



　⑪　（決定済みか否かに関わらず、）自社農園型の場合、販売ルートの目途は立っていますか。
	



　⑫　（決定済みか否かに関わらず、）援農型の場合、連携先の農家は決まっていますか。
	






　⑬　（決定済みか否かに関わらず、）農福連携の取組を実施する動機は何ですか。
　　　例：いちごの栽培・加工によって、事業領域を広げていきたいから
　　　　　野菜の生産・販売を、周辺の障害者施設と連携して行いたいから
	



６　農福連携の取組開始を検討するに当たっての課題（重要と思われる順に、5つまで選択可）
（事業運営に関する課題）
①　社内（特例子会社にあっては、親会社やグループ会社を含む。）の関係者の理解
②　社外の関係者の理解
③　具体的な取組を考えるための調査や情報収集
④　収益性の確保（黒字化）
⑤　設備投資に要する資金の確保
⑥　障害者等の適性に応じた作業の創出
⑦　農業技術の習得方法
⑧　通年での農作業等の業務量の創出・確保
⑨　障害者等の採用・育成
⑩　社内の方針転換、異動等への対応
（組織体制に関する課題）
⑪　障害者等が安全に働ける職場環境の確保
⑫　障害の特性等に応じた効果的な指導ができる人材等の育成・確保
（地域との連携に関する課題）
⑬　農地や林地、漁場等の確保
⑭　生産物の活用・販路の確保
⑮　連携先農家の確保
⑯　連携先福祉事業所の確保
⑰　農福連携コーディネーター等の農業と福祉を仲介する人材の確保
⑱　行政との連携方法（農福連携協定等の締結）
（その他）
⑲　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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７　伴走支援で相談したい事項（重要なものから、5つ程度以上）
①　農福連携に取り組む目的・意義（自社の経営理念、人材戦略、CSR・サステナビリティ方針、SDGs、DE＆I推進等との関連付け）
②　農福連携で雇用拡大するメリット・デメリット（障害のある社員のやりがい、農業特有の雇用課題、農園型雇用代行ビジネスの問題点等）

③　収支計画立案の考え方（初期投資額、運営コスト、想定収益、助成金・補助金の活用見込み、投資回収の考え方）
④　農福連携の取組内容の選定（農場開設エリア、栽培品目又は作業内容、雇用予定人数、雇用形態、想定される業務フロー等）
⑤　実施体制（社内推進体制、特例子会社の活用有無、就労継続支援事業所等の外部機関との連携の有無、現場責任者・支援担当者の配置計画）
　⑥　スケジュール（準備期間、立ち上げ時期、本格稼働の目途）
⑦　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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